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商事法の電子化に関する研究会資料 ３ 

 

第３回研究会における論点について 

 

第１ 実情調査の進捗状況について 

○ 船荷証券等の利用状況の調査について 

 ○ 紙の船荷証券を利用する理由に関する調査について 

→ 別紙１１ 

 

第２ 外国法調査について 

１ ＵＮＣＩＴＲＡＬ ＭＬＥＴＲ 

○ 小出委員による御説明 

→ 参考資料２ 

 

２ シンガポール 

○ 笹岡委員による御説明 

→ 参考資料３－１，３－２ 

 

３ 韓国 

○ 南委員による御説明 

→ 参考資料４ 

 

第３ 船荷証券に関する国際条約との関係及び具体的な制度設計 

１ 船荷証券，手形及び小切手に関する国際条約と国内法との関係についての検

討の経過及び議論の状況 

→ 別紙１２ 

 

２ 新たに検討する制度の在り方と国際条約との関係等 

【甲案】 船荷証券に記載すべき事項が記録された電磁的記録について，船荷証

券そのものではないとする考え方（注１） 

（注１）船荷証券に記載すべき事項が電磁的方法によって提供された場合におい

て，その電磁的記録を船荷証券と機能的に同等であるとする方向で規律を

設けることなどが考えられる。 

○ 新たに検討する制度（船荷証券に記載すべき事項の電磁的方法による提

供）は，船荷証券そのものではないため，国際条約との抵触は生じないと

考えられるが，この点についてどのように考えるか。 

○ 新たに検討する制度について，要件及び効果を個別的に規律する必要が
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あるが，この点についてどのように考えるか（注２，注３）。 

（注２）要件（特に技術的な要件）については，ＵＮＣＩＴＲＡＬ ＭＬＥＴＲ 

等を参考に規律することが考えられるが，その際には認証機関のようなも

のを設けるかどうかも問題となる。 

（注３）効果については，①規律の方法，②船荷証券に認められる効果の全てを

規律することができるのかといった点が問題となり得る。①については，

「船荷証券に記載すべき事項を記録した電磁的記録を移転した場合には，

〔船荷証券の裏書がされたものとみなす。／その移転は，船荷証券の裏書

と同一の効力を有する。〕」といったように船荷証券の規律を流用する方法

や，「船荷証券に記載すべき事項を記録した電磁的記録を移転した場合には，

運送品の引渡しに係る債権を譲渡したものとみなす。」といったように法律

効果を個別的に書き込む方法が考えられる。②については，例えば，差押

え，公示催告手続による無効等について，船荷証券と同様の規律を設ける

ことができるかなどが問題となり得る。 

○ 国際Ｐ＆Ｉグループ（ＩＧ）における認証（注４）がされたシステムが

利用されることを想定する場合において，留意すべき事項はないか。 

（注４）日本船主責任相互保険組合のホームページによれば，「電子Ｂ／Ｌシステ

ムの使用において，クラブとしては当該システムが伝統的なＰ＆Ｉカバー

のベースとなるＢ／Ｌの３つの主要機能（貨物の受取証，権利証券，Ｈａ

ｇｕｅ／Ｈａｇｕｅ－Ｖｉｓｂｙ Ｒｕｌｅｓを摂取した運送契約）を確

実に担えるかどうかの確認が必要となります。」とされている。 

 

【乙案】 電磁的方法による船荷証券の発行等を可能とする考え方（注５） 

（注５）船荷証券に関する法律行為の方式として，電磁的方法による交付，裏書

等を認める旨の規律を設けることなどが考えられる。 

○ ハーグ・ルール及びハーグ・ウィズビー・ルールは，ジュネーブ統一手

形法条約及びジュネーブ統一小切手法条約のように条約の翻訳であること

までは求めておらず，締約国が船荷証券の意義を決定することができると

されているため，これらの国際条約との抵触は生じないと考えられるが，

この点についてどのように考えるか（注６）。 

（注６）電磁的方法による船荷証券の発行を可能とした場合であっても，これら

の国際条約上の船荷証券には当たらないと解釈される可能性が残るのでは

ないか。 

○ そもそも電磁的記録を「証券」と位置付けることが可能であるかについ

て，どのように考えるか。 
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第４ 第４回研究会の進行について 

１ 実情調査の進捗状況について 

〔２ それまでの研究会における指摘事項に対する追加報告〕  

３ 具体的な制度設計の更なる検討 

 

 


